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平成２２年度の科学技術に関する予算等の資源配分の方針 
～科学技術によって最適な生活環境を実現し、国際社会から信頼される国づくりを目指して～ 

平 成 ２１年 １０月 ８日 
総 合 科 学 技 術 会 議 

I．基本的考え方 

平成２１年９月１６日に鳩山内閣が発足し、今後の政権運営の基本方針（平成２１年９月１６日。

以下、「新内閣の基本方針」という。）が示された。この新内閣の基本方針に掲げられた課題解決

に最大限貢献すべく、我が国の科学技術政策も見直して推進する必要がある。 

ただし、第 3 期科学技術基本計画に記載した基礎研究の推進、科学技術の振興のための基盤

の強化ならびに人材育成について一貫して重要な位置づけを与えて長期的な戦略に基づき推進

しており、この方針は改めて堅持することとする。 

これらの考え方に立ち、平成２２年度の科学技術・イノベーション施策においては、「新内閣の基

本方針」、「平成２２年度予算編成の方針について」（平成２１年９月２９日閣議決定）、「国連気候

変動サミットにおける鳩山総理演説」を踏まえ、環境・エネルギー分野などの技術革新で世界をリ

ードするという視点に重点をおき、予算等の資源を重点配分するものとする。また、新内閣の基本

方針における４つの考え方に示された、「人の命を大切に」、「活力ある農山漁村の再生」、「医療・

介護・環境など新たな分野における産業と雇用の創出による内需主導型の経済成長の実現」、

「世界の平和と繁栄を実現」の課題解決に向けた科学技術施策についても重点的に推進し、これ

らの課題を解決することにより、我が国経済の中長期的な発展と国民生活の向上に資することと

する。 

なお、本年６月１９日に総合科学技術会議が決定した資源配分方針は廃止することとする。 

 

Ⅱ．環境と経済が両立する社会を目指すグリーンイノベーションの推進 
－温室効果ガス２５％削減に向けた革新的技術、新産業の創出－ 

「国連気候変動サミットにおける鳩山総理演説」で掲げられた「全ての主要国による意欲的な削

減目標の合意を前提として、温室効果ガスを 2020 年までに 1990 年比で 25％削減する」という目

標の達成を目指すためには、①既存のエネルギー効率の高い技術の世界的普及を促進すること、

に加えて、②研究開発中の太陽電池、燃料電池、バイオマス、CO2 回収・貯留（CCS）等の革新的

技術の更なる加速、及び③新たな科学的・技術的知見の「発掘」と「統合」によるブレークスルー技

術が必要であり、これらの革新的な環境・エネルギー技術で日本が世界をリードすることが極めて

重要である。地球温暖化防止に向けた緩和策と適応策の両面からの研究開発の加速化・新技術

創出のため、これらの施策を最重要政策課題と位置付け、資源を重点配分する。そして、その研

究開発成果の実利用・普及を強力に推進するために社会システムの転換を図り、これを通じて産

業・社会活動の効率化、新産業の創造や国民生活の向上に資するグリーンイノベーションを推進

し、我が国のみならず世界規模での環境と経済が両立した低炭素社会の構築に努める。 

Ⅲ．重点的に推進すべき課題 

○人の命を大切にする健康長寿社会の実現 

人の命を大切にする健康長寿社会のニーズに応えるため、革新的医薬品・医療機器等

の開発を促進するとともに、革新的シーズの発掘に向けた基盤整備、レギュラトリーサイエ
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ンス等により質の高い医療サービスの提供に資するべく推進 

○地域科学技術施策の推進 

地域活性化を図るため、多様性や国際競争力のある地域科学技術拠点群の形成、地

域イノベーション人材力や地域の特性を活かした技術開発を強化。 

○社会還元加速プロジェクトの推進 

研究成果の社会還元を加速するため、実証研究と制度改革の一体的推進 

○革新的技術の推進 

他国の追随を許さない革新的技術を生み育てる取組を強力に推進し、イノベーションに

つなげていく。その際、「革新的技術推進費」については、低炭素社会構築に資する革新

的技術に重点を置いて活用 

○科学技術外交の推進 

科学技術外交の戦略的展開の観点から必要となる先端研究分野の国際協力、途上国・

新興国との協力における重点課題への対応及び地域毎の特性に配慮した地域戦略に資

する施策の推進 
 

Ⅳ．最重要政策課題や重点的に推進すべき課題のための基盤的課題 

我が国の国力の源泉である科学技術が将来にわたって発展していくためには、絶え間ないシー

ズが発掘されるよう基礎研究および国際競争を勝ち抜ける高度産業人材育成を強化するとともに、

それらを担う科学技術人材確保に向け、小中高校における、より魅力ある理数教育への改善を含

め、科学技術人材の育成強化を推進する。 

また、国際競争力の強化、科学技術振興を図るため、研究資源（人材や研究資金等）の投入効

率が格段に向上するよう施策の PDCA サイクルを改善し、かつ必要な制度改革や知的財産が適

切に保護・活用される環境の整備、規格・基準における国際標準化活動の推進等の施策を推進

する。 

Ⅴ．総合科学技術会議による効果的な優先度判定等 

総合科学技術会議は、各府省に対し、最重要政策課題等に資源を重点化するように求める。そ

の際、平成２１年度補正予算の取組を踏まえつつ、既存施策についてはゼロベースで厳しく優先

順位を見直し、例えば個別研究課題・研究者レベルでの不合理な重複を排除する等無駄を徹底

的に排除するとともに、新規施策についても上記に示された考え方に照らして厳しく必要性を吟味

すべきである。 

また、各府省には、一層府省間の連携を強化し、府省横断的な研究プロジェクトの推進や、基

礎研究と実用化の一体的推進を図るよう努めることをあわせて求める。 

一方、科学技術政策担当大臣及び有識者議員は、平成２２年度科学技術関係予算を国民の期

待に応えるものとすべく、全体像の把握に務め、政策誘導を徹底する。 

具体的にはグリーンイノベーションの推進など新内閣の基本方針等を踏まえ施策の相対的比較

によりメリハリをつけて個別施策の優先度判定等を実施する。また、その結果を踏まえ、優先して

取り組むべき効果的な施策に資源が適切に配分されるよう、総合科学技術会議の見解を取りまと

め、各府省に意見具申する。 


